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第１章 はじめに 

１ 本マニュアルの目的 

本マニュアルは、災害時に福祉避難所が円滑に設置・運営できるよう、平常

時から必要となる取組や災害発生直後から実施すべき取組について、必要な事

項を定めるものです。 

今後より実効性のあるマニュアルとなるよう、他の災害時行動計画との整合

を図りつつ適宜見直しを行っていきます。  

 

２ 福祉避難所の定義 

 福祉避難所とは、高齢者や障がいのある人、妊産婦など、一般の避難所での

生活に支障をきたすため、避難所生活において何らかの特別な配慮を必要とす

る方（以下、「要配慮者」という。）を対象に開設する避難所をいいます。 

 なお、福祉避難所は、災害時に必要に応じて開設される二次的避難所である

ことから、最初から避難所として利用することはできません。 

 

３ 福祉避難所の対象者 

 福祉避難所の対象者は、原則として要配慮者のうち、介護保険施設や病院等

へ入所・入院するに至らない程度の在宅の要配慮者及びその家族（原則１名）

とします。 

 ただし、福祉避難所の受入可能人数等を踏まえ、次に掲げる者を優先して避

難させることとします。 

・車いす利用者、視覚障がい者及び介護を要する者で、現に避難している避

難所に段差があるなどにより、一人で移動することが困難な方 

・自閉症、精神障がい、認知症などにより、集団での避難生活を長期に継続

することが著しく困難で、現に避難している避難所での対応が困難な方 

なお、上記に該当するか否かは、一般の避難所に避難してきた方の中から、

当該避難所に配置された職員等により判断することを原則とします。 
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第２章 平常時における取り組み 

第１節 市の取り組み 

 １ 福祉避難所の対象となる方の把握 

東温市避難行動要支援者支援プランにより、避難行動要支援者名簿を作成す

るとともに、妊産婦、乳幼児等について情報収集に努め、あらかじめ福祉避難

所の対象となる方の概数を把握します。 

 
【避難行動要支援者名簿対象者】 
①高齢者（75 歳以上）：独居高齢者、ねたきり高齢者、高齢者のみの世帯の者 

②介護保険制度における要介護３～５と認定された者 

③身体障がい者（身体障害者手帳１～３級） 

④知的障がい者（療育手帳所持者） 

⑤精神障がい者（精神障害者保健福祉手帳１～３級） 

⑥指定難病医療受給者（既認定の重症患者含む） 

⑦その他、災害時の自力避難に不安を抱く者で市長が必要と認めた者 

 

≪参考≫ 

区  分 
対象 
人数 

付添 
人数 

身体障がい者 身体障害者手帳1～3級 1,112 1,112 

知的障がい者 療育手帳所持者 358 358 

精神障がい者 精神障害者手帳1～3級 199 199 

指定難病医療受給者  280 280 

妊産婦  201 201 

乳幼児 0歳～6歳 1,792 1,792 

計 
3,942 3,942 

7,884 

（平成29年4月現在） 
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 ２ 福祉避難所の指定 

 福祉避難所に指定する施設は、耐震・耐火構造及びバリアフリー等に対応し、

福祉避難所としての機能を有している市内の社会福祉施設等とします。 

福祉避難所として指定する場合、当該施設を所有する法人等との間で協議を

行い、「災害時等における福祉避難所の設置運営に関する協定」を締結します。 

【市指定福祉避難所一覧表】   別表のとおり 

 ３ 福祉避難所の周知 

災害時等に要配慮者の支援をスムーズに行うため、福祉避難所に関する情報

を市の広報誌やホームページ等で広く住民に周知します。特に要配慮者及びそ

の家族、自主防災組織、民生委員等に対して、周知徹底に努めます。 

   ≪周知方法の例≫ 

 平常時：市の広報紙、市ホームページ、支援団体等への出前講座等 

 災害時：防災行政無線、Ｌアラート（テレビ、ラジオ等）、 

市ホームページ、とうおんメール、 

避難所担当職員・住民組織を通じた周知等 

 

 

【要配慮者避難イメージ】 
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４ 福祉避難所の物資・器材、人材、移送手段の確保 

 （１）物資・器材の確保 

①必要物資の把握 

協定締結法人等との間で必要物資の洗い出しを行うとともに、市や市

が締結している「災害時における物資の供給協力等に関する協定」によ

り対応できる必要物資を把握しておきます。 

ア 市備蓄物資              （平成29年12月末現在） 

 物資名 数量 保管場所 備考 

1 簡易トイレ 10基  
ツインドーム、福祉

館 車いす用 

2 簡易ベット 240台     〃 ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙﾍﾞｯﾄ含む 

3 間仕切りセット 50ｾｯﾄ     〃 4㎡×200区画分 

4 毛布 200枚     〃 福祉避難所用 

5 非常食（おかゆ等） 600ｾｯﾄ    〃 200人×3日分 

6 発電機 26台  
旧重信学校給食セン

ター他 
一般避難所用含む 

7 飲料水 5,388㍑ 
旧重信学校給食セン

ター 
   〃 

 

     イ 「災害協定」により対応できる物資 

 物資名 調達先 

1 食糧、飲料水 
コープえひめ、フジ、DCMダイキ、えひめ中央

農協、ダイキアクシス 

2 介護用品（紙おむつ等） コープえひめ、フジ、DCMダイキ 

3 衛生用品       〃 

4 冷・暖房器具       〃 

5 燃料 えひめ中央農協、ダイキアクシス 

 

    ②日常生活物資の備蓄 

上記①で対応できない日常生活物資については、そのリストを整備し、

対象者やその家族、協定締結法人等と連携し備蓄を図ります。 

物資名 

疾病に応じた食糧、医薬品、介護用品（車いす、補助杖、補聴器、ス

トーマ用装具）、酸素ボンベ等、情報関連機器（ラジオ、テレビ、電

話等） 

 

    ③協定の促進 

災害時に速やかに物資・器材を確保できるよう、関係団体・事業者と

新規協定の締結等の取り組みを促進します。 
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（２）人材の確保 

福祉避難所利用対象者の避難生活を支援するために必要となる、専門的

な人材（保健師、看護師、薬剤師、保育士、介護福祉士、社会福祉士、理

学療法士、ヘルパー、ケアマネージャー等）の確保に関して、関係団体・

事業者等と協定を締結するなど、災害時等において人的支援を得られるよ

う連携を図ります。 

また、ボランティアや避難者、家族等へ依頼し、見守りや簡単なケアに

ついて、積極的に協力してもらう体制づくりを検討します。 

（３）移送手段の確保 

一般の避難所から福祉避難所への移送は、原則として福祉避難所利用対

象者の家族又は支援者が行うこととします。 

なお、福祉避難所利用対象者の状態に応じて、避難施設所有の福祉車両

等を手配し、適切な移送手段を確保します。 

５ 社会福祉施設及び医療機関等との連携 

 （１）福祉避難所の設置・運営にかかる連携強化 

福祉避難所の設置・運営をスムーズに行うには、専門的な人材の確保や

福祉機器等の調達、緊急入所等に関して、社会福祉施設及び医療機関等の

協力が必要となることから、様々な機会を通じて連携を図ります。 

（２）緊急入所の対応 

福祉避難所で避難生活が困難な要配慮者については、専門的な施設への

緊急入所の対応が必要となる場合があることから、社会福祉施設等と事前

に協議を行い、緊急入所に関する協定を締結するなどの連携を図ります。 

６ 福祉避難所の運営体制の事前整備 

 （１）災害時要配慮者支援班の事前設置等 

要配慮者の安否確認、移送及び福祉避難所の設置・運営等の要配慮者の

避難支援業務を的確に実施するため、災害時要配慮者支援班を設置します。 
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災害時要配慮者支援班 

課名等 
分掌事務 

平常時 災害時 

社会福祉課 
・福祉避難所の整備、協定 

の締結 

・福祉避難所の統括 

長寿介護課 

健康推進課 

・要支援者の把握、普及啓発 

 

・福祉避難所対象者の把握 

・福祉避難所の運営 

危機管理課 
・避難所、福祉避難所の指定 ・避難情報の発令 

・避難所の開設、運営支援 

消防本部・

署 

・避難訓練支援、普及啓発 ・対象者の救援・救助、避難 

支援 

市社会福祉 

協議会 

・災害ボランティアの育成 ・災害ボランティアの受入、 

派遣 

 

 （２）福祉避難所の運営体制の事前整備 

災害発生時等に福祉避難所の速やかな設置・運営ができるよう、有資格

者等の専門的な人材（看護師、保健師、介護福祉士、理学療法士、ヘルパ

ー等）を確保し、要配慮者支援班として活動してもらえるよう、事前に関

係団体・事業者等と協定を締結するなどの連携を図ります。 

７ 福祉避難所の設置・運営訓練等の実施 

 （１）訓練・研修等の実施 

市の防災訓練実施時に合わせ、訓練実施区域内の協定締結法人等の協力

を受け、福祉避難所設置・運営訓練を実施し、本マニュアルの内容の検証

を行います。 

また、関係団体等に対して福祉避難所に関する知識の普及啓発等の研修

会等を実施します。 

（２）普及啓発 

災害発生時において円滑に福祉避難所が設置・運営できるよう、要配慮

者及びその家族、地域支援者、関係団体等に対して、要配慮者避難支援対

策、福祉避難所の目的・ルール等に関する知識の普及啓発に努めます。 
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第２節 協定締結法人等の取り組み 

 １ 市との連絡体制の確認 

協定締結法人等及び福祉避難所指定施設の施設管理者は、あらかじめ連絡担

当者を決め、市との連絡体制を確認しておきます。 

施設管理者又は連絡担当者に変更があった場合は、速やかに市へ連絡します。 

２ 福祉避難所の整備 

 （１）スペースの確保 

施設管理者は、所管する施設ごとに福祉避難所として開設するスペース

を確保しておきます。 

 （２）施設の整備及び物資・器材の備蓄 

施設管理者は、市と連携し、福祉避難所設置場所のバリアフリー化や、

冷暖房設備、情報関連機器等の整備及び福祉避難所に必要な物資・器材の

備蓄に努めます。 

３ 職員に対する普及啓発及び設置・運営訓練等の実施 

（１）訓練・研修の実施 

市の防災訓練実施時における福祉避難所設置・運営訓練に可能な限り協

力するとともに、独自で行う防災訓練等においても、福祉避難所の設置・

運営訓練に取り組むよう努めます。 

 （２）普及啓発 

災害時等における福祉避難所の円滑な設置・運営に向けて、普段から施

設職員に対して、福祉避難所の趣旨等について普及啓発を行います。 
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第３章 災害時における取り組み 

第１節 開設から閉鎖までの流れ 

 １ 福祉避難所の開設 

災害の規模や避難者の状況に応じて、一般避難所に避難してきた方の中に福

祉避難所の対象となる方がおり、福祉避難所の開設が必要と判断した場合は、

福祉避難所の施設管理者に開設を要請します。併せて、一般避難所内に福祉避

難スペースを開設します。 

福祉避難所の開設期間は、原則として、災害発生の日から最大７日以内とし

ます。ただし、市内全域が被害を受けたような大規模災害で、やむを得ず７日

間の期間内で閉鎖することが困難な場合は、事前に施設管理責任者等と協議し、

必要最小限の期間を延長するものとします。 

 

福祉避難所の開設から閉鎖までの流れ 

 

時期（目安） 項目 福祉避難所の動き 掲載ページ 

発災の恐れ

のある時又

は発災直後 

 ★指定避難所を開設、避難者受入 

★福祉避難スペースの設置 

 

開設判断 ○福祉避難所の必要性を検討・判断 P.8 

開設の判断

後 

開設確認 ○福祉避難所対象者の把握 

○施設管理者に開設の可否を確認 

P.9 

判断～ 

24 時間後 

まで 

開設 ○福祉避難所の開設要請 

○物資、器材等の確保 

○運営体制の確保 

P.9 

周知 ○福祉避難所の場所等を周知 P.9 

対象者の受入 ○対象者の移送、受入 P.10 

72 時間後 

まで 

避難所の安定

化 

○福祉避難所の運営・支援 P.10～13 

１週間後 

まで 

閉鎖判断 ○必要に応じて統廃合 

○目的達成時は、必要な原状回復を

行い、福祉避難所を閉鎖 

P.13 

 

 

 

 

 

 

凡例 ： ○福祉避難所の動き   ★指定避難所の動き 
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  （１）要配慮者の避難状況等の把握 

各避難所担当職員等は、一般避難所へ避難してきた者のうち、要配慮者

及びその家族の人数等を把握し、災害対策本部に報告します。 

災害対策本部は、健康推進班又は長寿介護班の保健師等を派遣し、各避

難所の要配慮者の実態を把握します。 

保健師等は、避難者名簿（様式１）及び避難者カード（様式２）の情報

を基に、健康に関する質問票（様式３）及び実態把握票(様式４)等を活用

して、要配慮者の状態を調査し、福祉避難所利用対象者を把握します。避

難所開設当初だけでなく、避難所生活の状況に留意し、継続して行います。 

保健師等は、福祉避難所利用対象者が確認できた場合は、避難所担当職

員等と調整のうえ、要配慮者支援窓口（以下「支援窓口」という。）へ報

告します。 

  （２）施設の被害状況の把握 

支援窓口は、災害の状況及び福祉避難所利用対象者の状況を考慮し、福

祉避難所指定施設の中から設置予定箇所を選定し、市災害対策本部に報告

し、市災害対策本部は、設置箇所を決定します。 

支援窓口は、福祉避難所指定施設管理者に対し、電話等で施設の被害状

況や収容可能人数等の事前確認を行います。 

施設管理者は、速やかに所管する施設の建物被害、人的被害、物資等の

状況を把握し、設置の可否を判断するとともに、必要なスペースを確保し

支援窓口に報告します。 

  （３）福祉避難所の開設要請及び周知 

民間福祉施設等に設置を要請する場合は、「災害時等における福祉避難

所の設置運営に関する協定書」第３条に基づき、速やかに協定締結法人等

への要請を行い、福祉避難所設置要請書（様式５）を提出します。 

福祉避難所を開設した場合は、職員はもとより、要配慮者及びその家族、

自主防災組織、地域住民、関係団体等に速やかにその場所を周知します。 

  （４）福祉避難所利用対象者の受け入れ調整 

福祉避難所利用対象者を受け入れる福祉避難所を決定し、避難所の利用

開始日等の調整を行います。 

受け入れスペースは、避難者１人当たり４㎡以上が確保できることを目

安とし、受け入れ体制が整い次第、福祉避難所利用対象者を受け入れます。 
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  （５）福祉避難所担当職員の配置 

福祉避難所を開設したときは、災害時要配慮者支援班から福祉避難所担

当職員を派遣し、福祉避難所の管理運営にあたります。 

当面は24時間対応が必要な場合も考えられるため、必ず福祉避難所担当

職員の交代要員を確保します。大規模災害発生当初は、福祉避難所に派遣

する職員を確保できない場合があるため、施設管理者等の協力を得て対応

を図ります。 

（６）人員・資器材の確保 

①介助員・ボランティアの要請 

福祉関係者及び避難支援者等の協力を得て、福祉避難所利用対象者の

支援に従事する方の確保に努めます。 

福祉避難所職員の不足が想定される場合は、市災害ボランティア本部

及び県に対して、介護職員・ボランティア等派遣要請申請書（様式６）

により専門的人材や一般ボランティアの派遣を要請します。 

②生活相談員の配置 

日常生活上の支援や相談業務のほか、関係機関との連絡調整業務等を

行うため、概ね10人の福祉避難所利用対象者に１人の生活相談員を配置

します。 

市職員又は協定締結法人等による配置体制が難しい場合は、支援窓口

に連絡し応援要請を行います。 

③必要な資器材の確保 

福祉避難所の開設に必要となる資器材について、市の備蓄物資等を確

保し、福祉避難所へ搬送します。 

福祉用具等の特別な要望については、関係機関に迅速に要請します。 

  （７）福祉避難所利用対象者の移送 

一般避難所から福祉避難所への移送は、原則として、利用対象者本人及

びその家族が地域の支援を得て行います。 

移送手段について特に必要があると認められる場合は、協定締結法人等

の協力を要請するなど、送迎の調整を行います。 
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２ 福祉避難所の運営 

（１）福祉避難所の避難者名簿の作成・管理 

福祉避難所の避難者の状況等を把握するため、福祉避難所避難者一覧表

（様式７）を作成し、随時更新します。避難者が退所する場合は、可能な

限り転出先を確認し記録します。 

毎日、名簿の整理及び集計を行い、福祉避難所状況報告書(様式８)に集

計結果を記入して、災害対策本部へ報告します。また、避難者の状況・状

態について、経過記録表（様式９）を作成し、避難者ごとにファイルで管

理します。 

避難者名簿の情報は、公開を望まない避難者を除き、住所と氏名を福祉

避難所内に掲示するとともに、他からの問い合わせがあった場合に原則公

表します。 

福祉避難所担当職員又は施設管理者は、福祉避難所運営体制表（様式１

０）を作成し、福祉避難所の運営を行います。 

（２）物資の確保と提供 

食料や水、生活物資等は、市の備蓄物資や支援物資から確保し、公平性

に配慮して提供します。 

物資が不足する場合は、不足する内容及び数量等を取りまとめ、福祉避

難所物資依頼票(様式１１)を提出し、災害対策本部を通じて確保します。 

局地的な災害の場合等で、通常の流通ルートが機能している場合や近隣

の店舗等の営業がなされている場合は、施設ごとに物資を購入します。 

福祉用具等の特別な物資が必要な場合は、支援窓口と協議して対処に努

めます。 

要請した物資が搬送された時には、個数等を確認して、調達物資の備品

台帳（様式１２）を作成し、管理します。 

（３）介助員及び宿直者の勤務状況の把握 

福祉避難所担当職員又は施設管理者は、介助員及び宿直者の勤務状況を

把握するため、介助員・宿直者勤務表（様式１３）を作成し、管理を行い

ます。 

（４）トイレに関する対応 

福祉避難所施設内のトイレが使用できない場合は、必要に応じて利用対

象者に応じた簡易トイレや仮設トイレ等の設置により対応します。 

トイレ使用についての注意事項を掲示板、福祉避難所内トイレ及び仮設

トイレ等へ掲示し周知徹底を図ります。 
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トイレの清掃、手洗い消毒の管理など、衛生管理はボランティアや支援

者の協力を得て毎日行います。 

（５）ごみに関する対応 

福祉避難所施設内で出たごみは、施設管理者と協議のうえ、屋外の直射

日光が当たらない場所等の適切な場所をごみ集積所として指定し、利用対

象者に周知します。 

ごみは、できるだけ利用者各自が、可燃、不燃、プラごみ等に分別し、

所定の場所へ置くよう指示します。 

（６）防疫に関する対応 

福祉避難所における従事者は、食中毒や風邪などの感染症が流行しない

ように、利用対象者の協力を得て、防疫に注意します。 

○うがい・手洗いを励行し、手洗い所には消毒液を配置します。 

○トイレ、手洗い、洗顔、洗髪、洗濯等の生活用水の確保に努めます。 

○風呂が利用できる場合は、その利用について周知します。 

○施設管理者と協議の上、洗濯や洗濯物干し場を指定します。 

○風邪や下痢など体調を崩している人の有無を把握します。 

（７）施設内の清掃 

利用対象者及びその家族等に対し、身の回りの清掃や整理について周知

するとともに、共有スペースの清掃についても協力を依頼します。 

（８）電話に関する対応 

福祉避難所内の電話は受信専用とし、避難者一覧表を照会のうえ、本人

に伝え、折り返し連絡をとる方法を原則とします。 

発信用電話は極力個人の携帯電話を利用し、他の利用者の迷惑にならな

いよう適切な場所で利用するよう周知します。 

（９）生活情報の提供 

利用対象者及びその家族等に対し、必要な情報を、掲示板や文書の配布、

口頭等で提供します。 

≪必要とする情報例≫ 

・被害、安否情報 ・医療機関、救護所の開設情報 ・余震、気象情報 

・生活物資情報 ・ライフライン、交通機関の復旧情報 ・生活再建情報 
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３ 福祉避難所利用対象者への支援 

（１）福祉サービス等の提供 

福祉避難所利用対象者の健康状態、災害発生前に受けていた福祉サービ

ス及び医療等について把握し、継続的に受けることができるよう対応に努

めます。 

災害により身体的・精神的負担を受け、症状・状態が悪化する可能性も

あることから、対象者の状態に十分に注意するとともに、福祉サービス事

業者、保健師等と連携し、対象者に対して必要な福祉サービスを提供でき

るように努めます。 

（２）総合相談窓口 

福祉避難所利用対象者特有の相談に対応する総合相談窓口を、福祉避難

所に設置します。相談窓口では、専門職による総合的な福祉及び健康相談

等を行います。 

（３）緊急入所等の実施 

福祉避難所での避難生活が困難な福祉避難所利用対象者について、緊急

入所及び緊急ショートステイ等により適切に対応します。 

福祉避難所利用対象者の症状の急変等により医療処置及び治療等が必

要になった場合は、医療機関に移送します。 

４ 福祉避難所の閉鎖 

  （１）統廃合及び閉鎖 

市災害対策本部は、市内の被害情報や福祉避難所の情報を総合的に判断

し、福祉避難所の統廃合及び閉鎖について決定し、支援窓口を通じて速や

かに福祉避難所担当職員又は協定締結法人等に連絡します。 

避難者が撤収し、福祉避難所としての役割を終了したときは、必要な原

状回復を行い、福祉避難所を閉鎖します。 

支援窓口は、福祉避難所閉鎖後、避難所担当職員又は協定締結法人等か

ら福祉避難所の設置・運営に要した一切の書類を受け取るとともに、保管

します。 

  （２）関係機関との連携 

福祉避難所の統廃合、閉鎖にあたっては、福祉避難所利用対象者やその

家族の状態に十分に注意し、関係機関と連携を図ります。 
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（３）福祉避難所の設置・運営に係る費用の負担 

福祉避難所の介助員に要する経費や食費等設置・運営に要した費用につ

いては、市が負担します。 

その他、福祉避難所における特別な配慮のために必要となる費用は下記

のとおりとします。下記以外に要した費用については、県、市、協定締結

法人等で協議します。 

①概ね１０人の福祉避難所利用対象者１人の生活相談員等の配置 

②福祉避難所利用対象者に配慮したポータブルトイレ、手すり、仮設

スロープ、情報伝達機器等の器物 

③日常生活上の支援を行うために必要な紙おむつ、ストーマ用装具等

の消耗器材 

福祉避難所の運営を実施した協定締結法人等は、支援窓口と協議のうえ、

人件費や食費について単価を設定し、介助員等に要する人件費及び福祉避

難所利用対象者等に要する食費に関する届出（様式１４）を提出します。 

福祉避難所の統廃合または閉鎖後、設置・運営に要した費用の精算を行

い、様式７から様式１６までの写しを添えて、請求書（様式１５）を提出

します。なお、経費について疑義が生じた場合は、速やかに支援窓口と協

議します。 
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第４章 資料 

 １ Q＆A 

 

Ｑ１ 「避難行動要支援者名簿」に登録していないと福祉避難所を利用するこ

とはできないのですか。 

Ａ１ 福祉避難所を利用する人の多くが「避難行動要支援者名簿」に登録して

いると想定されますが、未登録の場合でも利用することはできます。なお、

福祉避難所の利用は災害時等の心身の状況等を総合的に判断します。 

 

 

Ｑ２ 施設の近隣に居住する方が、施設に直接避難することはできますか。 

Ａ２ 本協定に基づく福祉避難所は、市の判断で開設される二次的避難所であ

り、最初から避難所として利用することはできません。 

 

 

Ｑ３ 飛び込みで施設に避難された方への対応はどうすればよいのですか。 

Ａ３ 要配慮者等が飛び込みで避難された場合は、市へ相談してください。  

福祉避難所利用対象者であるか否かを判断します。 

 

 

Ｑ４ 福祉避難所の運営に当たり、概ね１０人に１人配置する生活相談員は、

どのような資格が必要ですか。 

Ａ４ 介護福祉士等の専門職の資格を有している方が望ましいですが、特に資

格は不要です。生活相談員は専任である必要はなく、施設の職員が兼務し

ても差し支えありません。 
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 ２ 要援護者トリアージ 

 

要援護者トリアージ 「出典：福祉避難所の確保・運営ガイドライン　平成28年4月内閣府」

一次避難所で、福祉避難室、福祉避難所、病院等への移送が必要な被災者を判断する指標の例

注意：図中の「個室」とは、体育館以外の教室等スペースを指す

病院

福祉避難室（個室）

病院

福祉避難所または福祉避難室（個室）

病院または福祉避難室（個室）

福祉避難室（個室）

病院

福祉避難室（個室）

福祉避難室（個室）

病院

福祉避難室（個室）

①～⑦に１つでも横向きの矢印（→）に該当するものがある

体育館

福祉避難所または福祉避難室（個室）

※福祉避難所に避難する場合について、事務局にて下線を引いた。

　資料：小原真理子他「災害時における要援護者トリアージの開発」文部科学省科学研究費基盤研究（B）研究成果報告書、

　　　　平成26年３月P.127を編集

①日本語での会話の可否

②出血の有無と程度

③搬送方法

④表情

⑤見た目の付属物

（白杖、補聴器、酸素ボンベ）の有無

⑥見た目の年代

⑦見た目の妊娠の有無

体育館

⑧付き添いの有無

会話できない（意識なし）

会話が成立しない（支離滅裂）

圧迫しても止血ができない

単独での歩行ができない

痛い、苦しい

白杖、補聴器等の

福祉介護用品

乳児

強い不安、パニック

酸素ボンベ

妊婦（強い張り・腹痛あり）

妊婦

会話可能

なしor

圧迫すれば止血可能

単独での歩行が可能

落ち着いている

避難用具のみ

乳児以外

妊婦以外

付き添いあり、

本人・付き添い者の希望あり

付き添いなし
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３ 市指定福祉避難所一覧表 

 

 施 設 名 所在地/電話番号 
収容予定 

人数 

受入可能 

種別 

1 
東温市 

老人福祉センター 

東温市田窪 2370 

089-964-1597 
48 人 全般 

2 東温市福祉館 
東温市南方 281-3 

089-966-3306 
24 人 全般 

3 
介護老人保健施設 

長安 

東温市志津川甲 29-1 

089-964-7555 
12 人 高齢 

4 
グループホーム 

菜の花 

東温市志津川 91-3 

089-960-0855 
8 人 高齢 

5 
グループホーム 

アンダンテ 

東温市志津川 1578-1 

089-955-5771 
12 人 高齢 

6 
特別養護老人ホーム 

ミュゲの里 

東温市見奈良 738 

089-955-1133 
12 人 高齢 

7 
介護付有料老人ホーム 
笑歩会 

東温市田窪 332-2 

089-955-0788 
12 人 高齢 

8 
小規模多機能センター 
たのくぼ 

東温市田窪 917-1 

089-955-5668 
10 人 高齢 

9 
高齢者総合福祉施設 

ウエルケア重信 

東温市北野田 533-1 

089-955-0310 
38 人 高齢 

10 
高齢者総合福祉施設 

ガリラヤ荘 

東温市南方 1766-1 

089-966-2293 
27 人 高齢 

11 
介護老人保健施設 

希望の館 

東温市則之内甲 2783-1 

089-960-6336 
20 人 高齢 

12 
愛媛県立 

みなら特別支援学校 

東温市見奈良 1545 

089-964-2395 
40 人 知的障がい 

13 しげのぶ清愛園 
東温市田窪 2119-1 

089-964-2224 
20 人 知的障がい 

14 重信更正園 
東温市下林甲 2279-5 

089-964-5045 
32 人 知的障がい 

15 飛鳥寮 
東温市下林甲 2279-1 

089-964-6251 
10 人 知的障がい 
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16 
障がい者通所サービス事業所 
アイセルプ 

東温市西岡乙 3-58 

089-955-0088 
40 人 身体障がい 

17 しげのぶ清流園 
東温市田窪 2119-1 

089-955-2501 
20 人 身体障がい 

18 
愛媛県立 

しげのぶ特別支援学校 

東温市田窪 2135 

089-964-2258 
72 人 身体障がい 

19 
障害者支援施設 

三恵ホーム 

東温市則之内甲 2819 

089-966-3555 
24 人 身体障がい 

20 さくらんぼ２号館 
東温市北方 3051-2 

089-966-5717 
8 人 障がい児 

21 さくらんぼ３号館 
東温市西岡甲 986-5 

089-968-1329 
16 人 障がい児 

計  505 人 付添含む 
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４ 協定書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東    温    市 

 
（法 人 名） 

 

 

 

 

 

 

 

災害時等における福祉避難所の設置運営に関する協定書 



22 

災害時等における福祉避難所の設置運営に関する協定書 

  
東温市（以下「甲」という。）と          （以下「乙」という。）とは、

災害時等における福祉避難所の設置運営に関し、次のとおり協定を締結する。  

（目的）  

第１条 この協定は、市内に災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１

号に定める災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下｢災害時等｣という。）

において、要配慮者等への避難生活支援を行うため、甲が乙の管理する施設内に福祉

避難所を設置するに当たり、必要な事項を定めることを目的する。 

（対象者）  

第２条 この協定における福祉避難所の利用対象者（以下「福祉避難所利用対象者」と

いう。）は、福祉施設等に入所又は医療機関に入院するに至らない要配慮者で、一般

の避難所生活が困難と判断された者及び付添者（家族等）をいう。  

（受入れの要請）  

第３条 甲は、災害時等において、前条の福祉避難所利用対象者の存在を把握した場合

は、乙に対し被害状況及び利用状況を確認の上、当該対象者の受入れを要請するもの

とする。  

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲で応じるよう努めるものとする。  

（使用施設）  

第４条 福祉避難所として使用できる施設は、別表のとおりとする。  

（手続）  

第５条 第３条第１項の要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行うものとす

る。ただし、緊急を要する場合は、この限りでない。  

 （１）福祉避難所設置要請書 

（２）福祉避難所利用対象者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等  

（３）身元引受人の住所、氏名及び連絡先  

（設置期間）  

第６条 第３条第１項の要請に基づく福祉避難所の設置期間は、災害発生の日から７日

以内とする。ただし、必要な場合は甲乙協議の上、延長することができるものとする。 

（対象者の移送）  

第７条 甲の要請に基づき、乙が受入れを了承した場合、福祉避難所への福祉避難所利

用対象者の移送は、原則として当該福祉避難所利用対象者の家族又は支援者が行うも

のとする。ただし、家族又は支援者による移送が困難な場合にあっては、甲が行うも

のとする。  

２ 乙は、甲から移送に関する協力の要請があった場合は、可能な範囲で協力するものとす

る。 

（福祉避難所の運営）  

第８条 乙は、福祉避難所利用対象者を受け入れた福祉避難所の職員により、福祉避難

所利用対象者の介護及び生活に必要な援助を行うものとする。ただし、介助員等に不

足を生じると判断したときは、速やかに甲に連絡しなければならない。この場合にお

いて、甲は、乙以外の協定先等に対し協力要請を行い、介助員等の確保に努めるもの

とする。 

２ 甲は、福祉避難所に必要な日常生活用品、食料等物資の調達に努めるものとする。  
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（費用の負担）  

第９条 福祉避難所として、乙が管理運営に要した次に掲げるものの費用については、

甲が負担する。 

 （１）介助員に要する人件費（夜勤、宿直等に要する費用を含む。） 

 （２）福祉避難所利用対象者に要する食費 

（３）その他乙が直接支払いを行ったものに要した費用 

２ 前項各号に掲げるもののほか、乙が必要とする費用については、別途甲と協議する

ものとする。  

（福祉避難所の早期閉鎖への努力）  

第１０条 甲は、乙が早期に本来の目的の活動を再開できるよう配慮するとともに、福

祉避難所の早期閉鎖に努めるものとする。  

（防災訓練等への参加）  

第１１条 乙は、福祉避難所の設置運営を円滑に行うため、甲が実施する訓練等に、参

加、協力するものとする。  

（守秘義務）  

第１２条 乙は、福祉避難所の設置運営を行う場合において知り得た情報を、甲以外の

者に漏らしてはならない。  

（協議）  

第１３条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議

して定めるものとする。  

（効力）  

第１４条 この協定は、締結の日から効力を発生するものとし、平成30年３月31日まで

とする。ただし、期間満了の１月前までに、甲又は乙から書面による解約の申出がな

いときは、なお１年間効力を有するものとし、以降も同様とする。  

 

 

本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙署名押印の上、各１通を保有

するものとする。  

 

 

平成30年２月15日  

 

甲 愛媛県東温市見奈良５３０番地１ 

東温市 

市 長           

              

              乙  

（法人名） 

（代表者） 
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（別表） 

 

福祉避難所として使用できる施設 

 

 施 設 名 所 在 地 電 話 番 号 

１    

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東     温     市 

 

愛媛県立みなら特別支援学校 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害時等における福祉避難所としての使用に関する協定書 
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災害時等における福祉避難所としての使用に関する協定書 

  
東温市（以下「甲」という。）と愛媛県立みなら特別支援学校（以下「乙」という。）

とは、災害時等における乙が管理する施設の福祉避難所としての使用に関し、次のとお

り協定を締結する。  

 

（目的） 

第１条 この協定は、市内に災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１

号に定める災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下｢災害時等｣という。）

において、要配慮者等への避難生活支援を行うため、甲が乙の管理する施設を福祉避

難所として使用するに当たり、必要な事項を定めることを目的する。 

 

（対象者） 

第２条 この協定における福祉避難所の利用対象者（以下「福祉避難所利用対象者」と

いう。）は、原則として知的障がい者（児）又は発達障がい者（児）で、一般の避難

所では生活が困難と判断された者及び付添者（家族等）をいう。 

 

（協力要請） 

第３条 甲は、災害時等において、前条の福祉避難所利用対象者の存在を把握し、乙施

設を福祉避難所として使用しようとする際、乙に対し被害状況及び利用状況を確認の

上、協力要請するものとする。 

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるよう努めるものとする。 

 

（使用施設） 

第４条 福祉避難所として使用できる施設は、別表のとおりとする。ただし、平成24

年３月22日付けで甲と乙が締結した「災害時における宿泊場所の提供協力に関する協

定」により、乙が提供した場所を除く。 

 

（手続）  

第５条 第３条第１項の要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行うものとす

る。ただし、緊急を要する場合は、この限りでない。 

（１） 福祉避難所設置要請書 

（２） 福祉避難所利用対象者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 

（３）身元引受人の住所、氏名及び連絡先 

 

（設置期間） 

第６条 第３条第１項の要請に基づく福祉避難所の設置期間は、災害発生の日から７日

以内とする。ただし、必要な場合は乙が乙の教育活動に支障がないと判断した場合に

おいて、甲乙協議の上、延長することができるものとする。 

 

（現状変更の制限） 

第７条 甲は、乙施設を使用するにあたっては乙の承諾を得なければ乙施設の現状を変

更することができないものとする。 
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（許可の取り消し） 

第８条 乙は、甲にこの協定に違反する行為があると認めるときは、使用許可を取り消

すことができる。 

 

（現状回復の義務） 

第９条 甲は、使用期間が満了したとき、又は使用許可が取り消されたときは乙施設を

現状に復するものとする。 

 

（対象者の移送） 

第１０条 甲の要請に基づき、乙が使用を許可した場合、福祉避難所への福祉避難所利

用対象者の移送は、当該福祉避難所利用対象者の家族又は支援者が行うものとする。

ただし、家族又は支援者による移送が困難な場合にあっては、甲が行うものとする。 

２ 乙は、甲から移送に関する協力の要請があった場合は、可能な範囲で協力するもの

とする。 

 

（福祉避難所の運営） 

第１１条 甲は、福祉避難所の運営、福祉避難所利用対象者の介護及び生活に必要な援

助を行うため、職員、介助員、ボランティア等の確保に努める。 

２ 乙は、乙施設の本来業務に支障をきたさない範囲で、福祉避難所利用対象者の介助

等に協力するものとする。 

３ 甲は、日常生活用品、食料等物資の調達に努めるものとする。 

 

（費用の負担） 

第１２条 甲は、福祉避難所として管理運営に要した費用について負担するものとし、

その経費の額は甲乙協議の上、決定するものとする。 

 

（福祉避難所の早期閉鎖への努力） 

第１３条 甲は、乙が早期に本来の目的の活動を再開できるよう最大限努力するととも

に、福祉避難所の早期閉鎖に努めるものとする。 

 

（連絡調整） 

第１４条 甲及び乙は、この協定及び防災に関して情報の共有化を図るため、平時より

連絡部署及び連絡担当者を定め、協議会を開催する等の連絡調整を行うものとする。 

 

（防災訓練等への協力） 

第１５条 乙は、福祉避難所の設置運営を円滑に行うため、甲が実施する訓練等に協力

するものとする。 

 

（守秘義務） 

第１６条 乙は、福祉避難所の設置運営を行う場合において知り得た情報を、甲以外の

者に漏らしてはならない。 

 

（協議） 

第１７条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議

して定めるものとする。 
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（効力） 

第１８条 この協定は、締結の日から効力を発生するものとし、平成31年３月31日まで

とする。ただし、期間満了の１月前までに、甲又は乙から書面による解約の申出がな

いときは、なお１年間効力を有するものとし、以降も同様とする。 

 

本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙署名押印の上、各１通を保有

するものとする。 

 

 

平成30年３月12日 

 

甲 愛媛県東温市見奈良５３０番地１ 

東 温 市 

市 長 

              

              乙 愛媛県東温市見奈良１５４５番地 

愛媛県立みなら特別支援学校 

校 長 
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別表（第４条関係） 

 

福祉避難所として使用できる施設 

 

 施 設 名 所 在 地 電 話 番 号 

１ 
愛媛県立 

みなら特別支援学校 

体育館 

東温市見奈良１５４５番地 
（０８９） 

９６４－２３９５ 

 
※その他、福祉避難所の開設に特に必要と認められるもので、甲が乙に承諾を得た施設 
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東      温      市 

 

愛媛県立しげのぶ特別支援学校 

 

 

 

 

 

 
 

 

災害時等における福祉避難所としての使用に関する協定書 
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災害時等における福祉避難所としての使用に関する協定書 

  
東温市（以下「甲」という。）と愛媛県立しげのぶ特別支援学校（以下「乙」という。）

とは、災害時等における乙が管理する施設の福祉避難所としての使用に関し、次のとお

り協定を締結する。  

 

（目的） 

第１条 この協定は、市内に災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１

号に定める災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下｢災害時等｣という。）

において、要配慮者等への避難生活支援を行うため、甲が乙の管理する施設を福祉避

難所として使用するに当たり、必要な事項を定めることを目的する。 

 

（対象者） 

第２条 この協定における福祉避難所の利用対象者（以下「福祉避難所利用対象者」と

いう。）は、原則として身体障がい者（児）で、一般の避難所では生活が困難と判断

された者及び付添者（家族等）をいう。 

 

（協力要請） 

第３条 甲は、災害時等において、前条の福祉避難所利用対象者の存在を把握し、乙施

設を福祉避難所として使用しようとする際、乙に対し被害状況及び利用状況を確認の

上、協力要請するものとする。 

２ 乙は、甲からの要請に可能な範囲内で応じるよう努めるものとする。 

 

（使用施設） 

第４条 福祉避難所として使用できる施設は、別表のとおりとする。 

 

（手続）  

第５条 第３条第１項の要請は、次に掲げる事項を記載した書面をもって行うものとす

る。ただし、緊急を要する場合は、この限りでない。 

（３） 福祉避難所設置要請書 

（４） 福祉避難所利用対象者の住所、氏名、心身の状況、連絡先等 

（３）身元引受人の住所、氏名及び連絡先 

 

（設置期間） 

第６条 第３条第１項の要請に基づく福祉避難所の設置期間は、災害発生の日から７日

以内とする。ただし、必要な場合は乙が乙の教育活動に支障がないと判断した場合に

おいて、甲乙協議の上、延長することができるものとする。 

 

（現状変更の制限） 

第７条 甲は、乙施設を使用するにあたっては乙の承諾を得なければ乙施設の現状を変

更することができないものとする。 

 

（許可の取り消し） 

第８条 乙は、甲にこの協定に違反する行為があると認めるときは、使用許可を取り消

すことができる。 
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（現状回復の義務） 

第９条 甲は、使用期間が満了したとき、又は使用許可が取り消されたときは乙施設を

現状に復するものとする。 

 

（対象者の移送） 

第１０条 甲の要請に基づき、乙が使用を許可した場合、福祉避難所への福祉避難所利

用対象者の移送は、当該福祉避難所利用対象者の家族又は支援者が行うものとする。

ただし、家族又は支援者による移送が困難な場合にあっては、甲が行うものとする。 

２ 乙は、甲から移送に関する協力の要請があった場合は、可能な範囲で協力するもの

とする。 

 

（福祉避難所の運営） 

第１１条 甲は、福祉避難所の運営、福祉避難所利用対象者の介護及び生活に必要な援

助を行うため、職員、介助員、ボランティア等の確保に努める。 

２ 乙は、乙施設の本来業務に支障をきたさない範囲で、福祉避難所利用対象者の介助

等に協力するものとする。 

３ 甲は、日常生活用品、食料等物資の調達に努めるものとする。 

 

（費用の負担） 

第１２条 甲は、福祉避難所として管理運営に要した費用について負担するものとし、

その経費の額は甲乙協議の上、決定するものとする。 

 

（福祉避難所の早期閉鎖への努力）  

第１３条 甲は、乙が早期に本来の目的の活動を再開できるよう最大限努力するととも

に、福祉避難所の早期閉鎖に努めるものとする。  

 

（連絡調整）  

第１４条 甲及び乙は、この協定及び防災に関して情報の共有化を図るため、平時より

連絡部署及び連絡担当者を定め、協議会を開催する等の連絡調整を行うものとする。 

 

（防災訓練等への協力）  

第１５条 乙は、福祉避難所の設置運営を円滑に行うため、甲が実施する訓練等に協力

するものとする。  

 

（守秘義務）  

第１６条 乙は、福祉避難所の設置運営を行う場合において知り得た情報を、甲以外の

者に漏らしてはならない。  

 

（協議）  

第１７条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議

して定めるものとする。  

 

（効力）  

第１８条 この協定は、締結の日から効力を発生するものとし、平成31年３月31日まで

とする。ただし、期間満了の１月前までに、甲又は乙から書面による解約の申出がな

いときは、なお１年間効力を有するものとし、以降も同様とする。  
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本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙署名押印の上、各１通を保有

するものとする。  

 

 

 

 

 

平成30年３月12日  

 

甲 愛媛県東温市見奈良５３０番地１ 

東 温 市 

市 長  

              

              乙 愛媛県東温市田窪２１３５番地 

愛媛県立しげのぶ特別支援学校 

校 長 
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別表（第４条関係） 

 

福祉避難所として使用できる施設 

 
 施 設 名 所 在 地 電 話 番 号 

１ 

愛媛県立 

しげのぶ特別支援学校 

体育館 

東温市田窪２１３５番地 
（０８９） 

９６４－２２５８ 

 

※その他、福祉避難所の開設に特に必要と認められるもので、甲が乙に承諾を得た施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


